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   第1章 総則 

 

(趣旨) 

第1 この要領は，広島大学職員兼業規則(平成16年4月1日規則第89号。以下｢規則｣とい

う。)の取扱いを定めるものとする。 

(共通の許可基準) 

第2 規則第2条第1項の「その職員と兼業先との間に特別な利害関係」とは，親族が経営

に関与している営利企業や法人等において公私の区別が不明確となる関係，物品購入契

約・工事契約等の契約関係，検査・監査等の監督関係又は許可・認可等の権限行使の関

係(以下「特別な利害関係」という。)をいう。 

2 前項に規定する「契約関係」の判断は，契約の締結についての決裁への参画及び機種

選定に関係する委員会等への参画の有無により行うものとする。ただし，共同研究及び

受託研究に係る契約については，契約の締結についての決裁を行う権限の有無により判

断するものとする。 
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3 規則第2条第1項の「職務の遂行に支障がないと認めるとき」とは，次に掲げる場合を

いう。 

(1) 兼業による心身の著しい疲労のため，職員としての業務(以下「本務」という。)遂

行上その能率に悪影響が生じない場合 

(2) 兼業することにより，職員としての信用を傷つけ，又は大学の不名誉となるおそれ

がない場合 

(3) その他本務の公正性及び信頼性の確保に支障が生じない場合 

 

第2章 営利企業の兼業 

第1節 技術移転事業者の役員等の兼業 

 

(技術移転事業者) 

第3 この要領において「技術移転事業者」とは，営利企業その他の団体であって，大学

等における技術に関する研究成果の民間事業者への移転の促進に関する法律(平成10年

法律第52号)第2条第1項の認定に係る事業(以下「承認事業」という。)を実施するものを

いう。 

 (技術移転兼業の許可の申請) 

第4 技術移転兼業(技術移転事業者の役員等(監査役及び社外取締役を除く。)を兼ねる場

合をいう。以下同じ。)に係る許可の申請は，技術移転兼業許可申請書(別記様式第1号)

によるものとし，次に掲げる資料を添付する。 

(1) 技術移転事業者が作成した役員就任依頼書(役員等の職名，職務内容及び職務への

予定従事時間等を具体的に記載したもの。) 

(2) 技術移転事業者の定款，組織図及び営業報告書 

(3) その他参考となる資料(技術移転事業者パンフレット，申請者の研究活動状況等) 

(技術移転兼業の許可基準) 

第5 技術移転兼業は，当該兼業が次に掲げる基準に適合すると認められるときに，これ

を許可するものとする。 

 (1) 申請者が，当該技術移転兼業に従事するために必要な技術に関する研究成果又はそ

の移転について，特許権，実用新案権等に関する法制度等の知見を有していること。 

 (2) 申請者が就こうとする技術移転事業者の役員等としての職務の内容が，主として承

認事業に関係するものであること。 

 (3) 申請者と当該技術移転事業者(当該技術移転事業者が会社法(平成17年法律第86号)

第2条第3号に規定する子会社(以下「子会社」という。)である場合にあっては，同条

第4号に規定する親会社(以下「親会社」という。)を含む。)との間に，特別な利害関

係がないこと又はその発生のおそれがないこと。 

(4) 申請者が申請前2年間に，当該技術移転事業者との間に，特別な利害関係がある職

を占めていた期間がないこと。 
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2 前項第2号にいう「主として承認事業に関係するもの」とは，次に掲げる場合をいう。 

 (1) 申請者が技術移転事業者の代表取締役社長に就こうとする場合において，当該技術

移転事業者の主たる事業が承認事業であるとき。 

 (2) 申請者が技術移転事業者の業務担当取締役の職に就こうとする場合において，主た

る担当業務が承認事業に関係するものであるとき。 

3 第1項の許可は，技術移転事業の役員等の任期等を考慮して定める期限を付して行うも

のとする。 

4 規則第4条第2項に規定する営利企業役員等兼業審査会(以下「審査会」という。)の意見

聴取は，審査資料(技術移転兼業)(別記様式第2号)に基づき行うものとする。ただし，既

に許可を受けた技術移転兼業を更新する場合(兼業への従事内容に大幅な変更がある場

合を除く。)は，審査会の意見聴取を省略できるものとする。 

(技術移転兼業の報告) 

第6 技術移転兼業に係る許可を受けた者は，4月1日から翌年の3月31日までの間(以下「当

該年度」という。)に従事した技術移転兼業の状況について，翌年度の4月末日までに，

技術移転兼業状況報告書(別記様式第3号)により，大学に報告しなければならない。 

(技術移転兼業終了後の業務の制限) 

第7 大学は，技術移転兼業に従事した職員について，その兼業が終了した日から2年間，

当該技術移転事業者との間に，特別な利害関係がある業務に従事させてはならない。 

 

    第2節 研究成果活用企業の役員等の兼業 

 

(研究成果活用企業) 

第8 この要領において「研究成果活用企業」とは，営利企業又はその他の団体であって，

職員の研究成果を活用する事業を実施するものをいう。 

 (研究成果活用兼業の許可の申請) 

第9 研究成果活用兼業(研究成果活用企業の役員等(監査役及び社外取締役を除く。)を兼

ねる場合をいう。以下同じ｡)に係る許可の申請は，研究成果活用兼業許可申請書(別記様

式第4号)によるものとし，次に掲げる資料を添付する。 

(1) 研究成果活用企業が作成した役員就任依頼書(役員等の職名，職務内容及び職務へ

の予定従事時間等を具体的に記載したもの。) 

(2) 申請者自らの創出による研究成果であって，研究成果活用企業が事業化において活

用することを予定している内容を記述した資料 

(3) 研究成果活用企業の定款，組織図及び営業報告書 

(4) 研究成果の事業化に関連して国等から支援を受けている場合はその内容を明らか

にする資料 

(5) 研究成果活用企業の役員等の略歴 

(6) 申請者の略歴 
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(7) その他参考となる資料(研究成果活用企業パンフレット，申請者の研究活動状況等) 

(研究成果活用兼業の許可基準) 

第10 研究成果活用兼業は，当該兼業が次に掲げる基準に適合すると認められるときに，

これを許可するものとする。ただし，次に掲げる基準によることができない特段の事情

があると認められる場合は，これを許可することができる。 

 (1) 申請者が，当該研究成果活用企業の事業において活用される研究成果(特許権，実

用新案権等として権利化されたもののほか，論文，学会発表等の形で発表されている

ものを含む。)を自らが発明，考案等(その帰属は問わない。)していること。 

 (2) 申請者が就こうとする研究成果活用企業の役員等としての職務の内容が，主として

研究成果活用事業に関するものであること。 

 (3) 申請者と当該研究成果活用企業(当該研究成果活用企業が子会社である場合にあっ

ては，親会社を含む。)との間に，特別な利害関係がないこと又はその発生のおそれが

ないこと。 

(4) 申請者が申請前2年間に，当該研究成果活用企業との間に，特別な利害関係がある

職を占めていた期間がないこと。 

(5) 申請者が就こうとする研究成果活用企業の役員等としての職務内容に，大学に対す

る契約の締結に係る折衝の業務(研究成果活用事業に関係する業務を除く。)が含まれ

ていないこと。 

(6) 当該研究成果活用企業の役員組織における申請者の親族の数が，役員総数の2分の1

を超えていない場合で，かつ，申請者の私的利益追求のための兼業でないことが認めら

れること。 

2 前項第2号にいう「主として研究成果活用事業に関係するもの」とは，次に掲げる場合

をいう。 

 (1) 申請者が研究成果活用企業の代表取締役社長に就こうとする場合において，当該研

究成果活用企業の主たる事業が研究成果活用事業であるとき。 

 (2) 申請者が研究成果活用企業の業務担当取締役の職に就こうとする場合において，主

たる担当業務が研究成果活用事業に関係するものであるとき。 

3 第1項の許可は，研究成果活用企業の役員等の任期等を考慮して定める期限を付して行

うものとする。 

4 審査会の意見聴取は，審査資料(研究成果活用兼業)(別記様式第5号)に基づき行うものと

する。ただし，許可を受けた研究成果活用兼業を更新する場合(兼業への従事内容に大幅

な変更がある場合を除く。)は，審査会の意見聴取を省略できるものとする。 

(研究成果活用兼業の報告) 

第11 研究成果活用兼業に係る許可を受けた者は，当該年度に従事した研究成果活用兼業

の状況について，翌年度の4月末日までに，研究成果活用兼業状況報告書(別記様式第6

号)により，大学に報告しなければならない。 

(研究成果活用兼業終了後の業務の制限) 
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第12 大学は，研究成果活用兼業に従事した職員について，その兼業が終了した日から2

年間，当該研究成果活用企業との間に，特別な利害関係がある業務に従事させてはなら

ない。 

 

    第3節 株式会社の監査役又は社外取締役の兼業 

  

 (監査役等兼業の許可の申請) 

第13 監査役等兼業（株式会社の監査役又は社外取締役(以下「監査役等」という。)を兼

ねる場合をいう。以下同じ。）に係る許可の申請は，監査役等兼業許可申請書(別記様式

第7号)によるものとし，次に掲げる資料を添付する。 

(1) 株式会社が作成した監査役等就任要請依頼書(監査役等への予定従事時間等を具体

的に記載したもの。) 

(2) 株式会社の定款，組織図及び営業報告書 

(3) 当該株式会社の発行済株式の総数又は出資の総額 

(4) 申請者の親族が所有している株式の数又は出資の額 

(5) 当該株式会社の役員等の略歴 

(6) 申請者の略歴(7) 申請者と当該株式会社との間で締結する責任限定契約書 

(8) その他参考となる資料(株式会社のパンフレット，申請者の研究活動状況等) 

(監査役等兼業の許可基準) 

第14 監査役等兼業は，当該兼業が次に掲げる基準に適合すると認められるときに，これ

を許可するものとする。 

 (1) 申請者が，当該株式会社における監査役等の職務に従事するために必要な知見を有

していること。 

 (2) 申請者と当該株式会社(当該株式会社が子会社である場合にあっては，親会社を含

む。)との間に，特別な利害関係がないこと又はその発生のおそれがないこと。 

 (3) 申請者が申請前2年間に，当該株式会社との間に，特別な利害関係がある職を占め

ていた期間がないこと。 

 (4) 申請者の親族が所有している株式の数又は出資の額の合計が，当該株式会社の発行

済株式の総数又は出資の総額の4分の1を超えないこと。 

(5) 当該株式会社の取締役組織における申請者の親族の数が，取締役総数の2分の1を超

えていないこと。 

(6) 申請者の親族が当該株式会社の代表取締役会長又は代表取締役社長に就いていな

いこと。 

(7) 申請者と当該株式会社との間で会社法第427条第1項に規定する責任限定契約を締

結すること。 

2 前項の許可は，監査役等の任期等を考慮して定める期限を付して行うものとする。 

3 審査会の意見聴取は，審査資料(監査役等兼業)(別記様式第8号)に基づき行うものとする。
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ただし，許可を受けた監査役等兼業を更新する場合(兼業への従事内容に大幅な変更があ

る場合を除く。)は，審査会の意見聴取を省略できるものとする。 

(監査役等兼業の報告) 

第15 監査役等兼業に係る許可を受けた者は，当該年度に従事した監査役等兼業の状況に

ついて，翌年度の4月末日までに，監査役等兼業状況報告書(別記様式第9号)により，大

学に報告しなければならない。 

(監査役等兼業終了後の業務の制限) 

第16 大学は，監査役等兼業に従事した職員について，その兼業が終了した日から2年間，

当該株式会社との間に，特別な利害関係がある業務に従事させてはならない。 

 

 第4節 学長が本学の産学連携の推進又は教育研究に必要と認める営利企業の役員等の

兼業 

 

 (学長が本学の産学連携の推進又は教育研究に必要と認める営利企業の役員等の兼業の

許可の申請) 

第17 学長が本学の産学連携の推進又は教育研究に必要と認める役員等兼業(学長が本学

の産学連携の推進又は教育研究に必要と認める営利企業の役員等を兼ねる場合をいう。

以下同じ｡)に係る許可の申請は，学長が本学の産学連携の推進又は教育研究に必要と認

める役員等兼業許可申請書(別記様式第10号)によるものとし，次に掲げる資料を添付す

る。 

(1) 当該兼業を行うことが，本学の産学連携の推進又は教育研究に必要であると考える

ことについての理由書 

(2) 営利企業が作成した役員就任依頼書(役員等の職名，職務内容及び職務への予定従

事時間等を具体的に記載したもの。) 

(3) 営利企業の定款，組織図及び営業報告書 

(4) 営利企業の役員等の略歴 

(5) 申請者の略歴 

(6) その他参考となる資料 

(学長が本学の産学連携の推進又は教育研究に必要と認める役員等兼業の許可基準) 

第18 学長が本学の産学連携の推進又は教育研究に必要と認める役員等兼業は，当該兼業

が次に掲げる基準に適合すると認められ，かつ，学長が本学の産学連携の推進又は教育

研究に必要と認めるときに，これを許可するものとする。 

 (1) 申請者が，当該兼業に従事するために必要な知見を有していること。 

 (2) 申請者が就こうとする役員等としての職務の内容が，本学の産学連携又は教育研究

に関係するものであること。 

(3) 申請者と当該営利企業(当該営利企業が子会社である場合にあっては，親会社を含

む。)との間に，特別な利害関係がないこと又はその発生のおそれがないこと。 
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  (4) 申請者が申請前2年間に，当該営利企業との間に，特別な利害関係がある職を占め

ていた期間がないこと。 

 (5) 申請者が就こうとする営利企業の役員等としての職務内容に，大学に対する契約の

締結に係る折衝の業務(申請する兼業に関係する業務を除く。)が含まれていないこと。 

 (6) 当該営利企業の役員組織における申請者の親族の数が，役員総数の2分の1を超えて

いない場合で，かつ，申請者の私的利益追求のための兼業でないことが認められるこ

と。 

2 前項第2号にいう「本学の産学連携又は教育研究に関係するもの」とは，次に掲げる場

合をいう。 

 (1) 申請者が研究成果活用企業の代表取締役社長に就こうとする場合において，当該営

利企業の主たる事業が本学の産学連携又は教育研究に関係する事業であるとき。 

 (2) 申請者が当該営利企業の業務担当取締役の職に就こうとする場合において，主たる

担当業務が本学の産学連携又は教育研究に関係する事業であるとき。 

3 第1項の許可は，営利企業の役員等の任期等を考慮して定める期限を付して行うものと

する。 

4 審査会の意見聴取は，審査資料(学長が本学の産学連携の推進又は教育研究に必要と認

める役員等兼業)(別記様式第11号)に基づき行うものとする。ただし，許可を受けた学長

が本学の産学連携の推進又は教育研究に必要と認める役員等兼業を更新する場合(兼業

への従事内容に大幅な変更がある場合を除く。)は，審査会の意見聴取を省略できるもの

とする。 

(学長が本学の産学連携の推進又は教育研究に必要と認める役員等兼業の報告) 

第19 学長が本学の産学連携の推進又は教育研究に必要と認める役員等兼業に係る許可

を受けた者は，当該年度に従事した当該兼業の状況について，翌年度の4月末日までに，

学長が本学の産学連携の推進又は教育研究に必要と認める役員等兼業状況報告書(別記

様式第12号)により，大学に報告しなければならない。 

(学長が本学の産学連携の推進又は教育研究に必要と認める役員等兼業終了後の業務の

制限) 

第20 大学は，学長が本学の産学連携の推進又は教育研究に必要と認める役員等兼業に従

事した職員について，その兼業が終了した日から2年間，当該営利企業との間に，特別

な利害関係がある業務に従事させてはならない。 

 

    第5節 営利企業の事業に直接関与しない兼業 

 

(営利企業の事業に直接関与しない兼業の範囲) 

第21 規則第4条の2の「営利企業の事業に直接関与しない職を兼ねるとき」とは，営利企

業における次に掲げる職を兼ねる場合をいう。 

 (1) 診療所等の医師，歯科医師又はカウンセラー 
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 (2) 専門分野に関する技術指導又は助言等を行う職(学識経験者として意見を述べる場

合を含む。) 

 (3) 教育施設，研修所及び研修会等又は文化講座等の講師 

(4) その他営利企業の事業に直接関与しないことが明らかであると認められる職 

(営利企業の事業に直接関与しない兼業の許可の申請等) 

第22 営利企業の事業に直接関与しない兼業に係る許可の申請は，原則として兼業依頼・

許可申請書(別記様式第13号。以下「統一様式」という。)によるものとする。ただし，

統一様式以外で兼業依頼があった場合は，統一様式に必要事項を記入の上，当該依頼書

を添付して申請するものとする。 

2 前項の申請を行う場合で，任期が2年を超える場合は，任期の定めが記載された法令，

条例，規約又は寄附行為等の写しを添付するものとする。 

 

第3章 自営の兼業 

 

(自営の兼業の範囲) 

第23 規則第5条の「自営の兼業」には，農業，牧畜，酪農，果樹栽培及び養鶏等にあっ

ては，大規模に経営され客観的に営利を主目的とする事業と判断されるとき，不動産又

は駐車場の賃貸にあっては，次の各号のいずれかに該当する場合を含むものとする。 

(1) 独立家屋の賃貸については，独立家屋の数が5棟以上であるとき。 

(2) 独立家屋以外の建物の賃貸については，貸与することができる独立的に区画された

一の部分(以下「アパート」という。)の数が10室以上であるとき。 

(3) 土地の賃貸については，賃貸契約の件数が10件以上であるとき。 

(4) 賃貸に係る不動産が劇場，映画館，ゴルフ練習場等の娯楽集会，遊技等のための設

備を備えたものであるとき。 

(5) 賃貸に係る建物が旅館，ホテル等特定の業務の用に供するものであるとき。 

(6) 建築物である駐車場又は機械設備を設けた駐車場であるとき。 

(7) 駐車台数が10台以上であるとき。 

 (8) 不動産又は駐車場の賃貸に係る1年間の賃貸料(経費等を控除する前の金額)収入の

見込み額(これらを併せて行っている場合には，賃貸料収入の合計額)が，500万円以上

であるとき。 

 (9) 一戸建て1棟をアパート2室相当，土地の賃貸件数1件又は駐車台数1台をアパート1

室相当と換算し，これらを合計して10室相当以上であるとき。 

(不動産等賃貸以外の事業関係の許可の申請) 

第24 不動産又は駐車場の賃貸以外の事業関係の兼業に係る許可の申請は，自営兼業許可

申請書(不動産等賃貸以外の事業関係)(別記様式第14号)によるものとする。 

2 前項の申請を行う場合は，必要に応じて次に掲げる資料を添付するものとする。 

(1) 事業報告書，組織図，事業場の見取り図等当該事業の概要を明らかにする書類 
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(2) 申請者以外の者を当該事業の業務の遂行のための責任者としていることなど申請

者の本務の遂行に影響がないことを明らかにする書類 

(3) 事業主の名義が申請者以外である場合においては，当該事業主の氏名及び申請者と

の続柄並びに申請者の当該事業への関与の度合を明らかにする書類 

(4) その他参考となる資料 

 (不動産等賃貸の事業関係の許可の申請) 

第25 不動産又は駐車場の賃貸の事業関係の兼業に係る許可の申請は，自営兼業許可申請

書(不動産等賃貸関係)(別記様式第15号)によるものとする。 

2 前項の申請を行う場合は，必要に応じて次に掲げる資料を添付するものとする。 

(1) 不動産登記簿の謄本，不動産の図面等賃貸する不動産等の状況を明らかにする書類 

(2) 賃貸契約書の写し等賃貸料収入額を明らかにする書類 

(3) 不動産管理会社に管理業務を委託する契約書の写し等不動産又は駐車場の賃貸に

係る管理業務の方法を明らかにする書類 

(4) 事業主の名義が申請者以外である場合においては，当該事業主の氏名及び申請者と

の続柄並びに申請者の当該事業への関与の度合を明らかにする書類 

(5) その他参考となる資料 

(自営の兼業の許可基準) 

第26 自営の兼業は，当該兼業が次に掲げる基準に適合すると認められるときに，これを

許可するものとする。 

 (1) 不動産又は駐車場の賃貸以外の事業を行う場合は，申請者以外の者を当該事業の業

務遂行の責任者としていること等により，本務の遂行に支障が生じないことが明らか

であること。 

 (2) 不動産又は駐車場の賃貸を行う場合は，入居者の募集，賃貸料の集金，不動産の維

持管理等の管理業務を事業者(親族を含む。)に委ねることにより申請者の本務の遂行

に支障が生じないことが明らかであること。 

 

第4章 その他の兼業 

第1節 営利企業以外の団体の兼業等 

 

(営利企業以外の団体の兼業等の範囲) 

第27 規則第6条から第8条までに掲げる兼業で，次に掲げる職を兼ねるときは，原則とし

て許可しない。 

 (1) 法人及び法人格を有しない団体(以下「法人等」という。)の会長，理事長，理事，

監事，顧問，評議員，病院長(医療及び療養機関の長を含む。)，学校(園)長その他職責

が重大な職 

 (2) 大学等の入学試験の準備を目的として設置・開講されている予備校又はこれに類す

る教室，塾，講座等の講師 
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(3) 国又は地方公共団体等に附置された教育関係機関又は施設の長 

2 前項第1号にかかわらず，無報酬の場合又は次に掲げる法人等の職を兼ねる場合には，

許可することができる。 

 (1) 国際交流を図ることを目的とする法人等 

 (2) 当該職員の研究分野と密接な関係があり，学術研究上有益であると認められる法人

等 

 (3) 大学内に活動範囲が限られた法人その他これに類する法人等 

 (4) 育英奨学に関する法人等 

 (5) 産学の連携等を図ることを目的とする法人等 

 (6) その他教育，学術，文化，スポーツ又は医療の振興を図ることを目的とする法人等

で，特に公益性が高いと認められるもの 

(営利企業以外の団体の兼業等の許可の申請等) 

第28 営利企業以外の団体の兼業等に係る許可の申請等は，第22の規定によるものとする。 

(職務付加) 

第29 次の各号すべてに適合する業務に従事する場合は，兼業ではなく，本務として所定

労働時間内に従事する(以下「職務付加」という。)ことができる。 

 (1) 次のいずれかに該当する業務 

  イ 国，地方公共団体，独立行政法人，国立大学法人，大学共同利用機関法人等の各

種委員等(地方公共団体の教育委員会，地方労働委員会等の執行機関の委員等を除

く。) 

  ロ 教育，学術，文化又はスポーツの振興を図ることを目的とする特殊法人，公益法

人等の各種委員等の業務で，特に公益性が高いと認められるもの 

 (2) 無報酬(報酬の額が旅費等実費相当分と認められる場合を含む。)であるもの 

 (3) 学長又は部局等の長に対して要請を受けたものであって，当該業務に本務として従

事することに相当の理由があると認められるもの 

2 職員が，前項により職務付加の業務に従事しようとする場合は，事前に配属又は所属 

の部局等の長に，届け出るものとし，届出は，原則として，依頼元からの依頼文書(任意 

の様式)に当該職員の自署したものにより配属又は所属の部局等の長に行うものとする。 

ただし，依頼文書がない場合は，職務付加届出書(別記様式第16号)により行うものとす 

る。 

(弁護士の兼業の許可の申請等) 

第30 弁護士の兼業に係る許可の申請を行うことができる者は，弁護士の資格を有してい

る者とし，申請等の方法は，第22の規定によるものとする。 

2 前項の兼業を許可された場合であっても，訴訟又は保全(以下「訴訟等」という。)を受

任するときは，次の事項を記載した任意の様式により，配属又は所属の部局等の長を経

由して速やかに大学に届け出なければならない。 

 (1) 訴訟等の概要(守秘義務に反しない範囲) 
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 (2) 従事(予定)時間が兼業許可時間内に収まることの申立て 

 (3) その他参考となる事項 

3 第1項の兼業を許可された場合であっても，企業等と顧問契約を締結するときは，次の

事項を記載した任意の様式により，事前に大学に申請し，その承認を得なければならな

い。 

 (1) 契約内容の概要(守秘義務に反しない範囲) 

 (2) 従事(予定)時間が兼業許可時間内に収まることの申立て 

 (3) 報酬(予定)額 

 (4) その他参考となる事項 

4 第2項の届出又は前項の申請に際し，届出者又は申請者は，あらかじめ，弁護士倫理に

従い，大学との利益相反が生じないこと，違法又は不正な行為を助長又は利用しないこ

と及び大学の信用を害しないことについて，細心の注意を払うものとする。 

5 訴訟等を受任した者又は顧問契約を締結した者は，当該年度の状況について，翌年度

の4月末日までに，次の事項を記載した任意の様式により，配属又は所属の部局等の長

を経由して大学に報告するものとする。ただし，年度の途中で受任又は契約が終了した

ときは，終了後速やかに報告するものとする。 

 (1) 活動内容(守秘義務に反しない範囲) 

 (2) その他参考となる事項 

6 大学は，第2項により届出を受けた訴訟等又は第3項により承認した顧問契約について，

本務の遂行に支障があると認めるとき，又は大学の信用を害することが判明したときは，

訴訟等の受任を辞任させ，又は顧問契約を解除させることができる。 

 

    第2節 短期間の兼業 

 

(短期間の兼業) 

第31 規則第9条第2号の日数の算定にあたっては，あらかじめ従事する日が定まっており，

当該業務の内容に継続性が認められる場合については，従事する日のすべてを合算する

ものとする。 

2 規則第9条の規定にかかわらず，1月を超える任期を有する場合には，短期間の兼業に

該当しない。 

 (短期間の兼業の届出) 

第32 短期間の兼業に係る届出は，原則として，兼業の依頼文書(任意の様式)に当該職員

の自署したものにより配属又は所属の部局等の長に行うものとする。ただし，依頼文書

がない場合は，短期兼業届出書(別記様式第17号)により行うものとする。 

 

    第3節 管理職員の兼業 
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(管理職員の兼業) 

第33 管理職の地位にある職員(広島大学職員給与規則（平成16年4月1日規則第88号）第

24条，広島大学年俸制職員給与規則(令和元年12月24日規則233号)第21条又は広島大学

年俸制導入促進費対象職員給与規則(平成26年3月26日規則第27号)第16条に基づく管理

職手当の支給を受ける職員をいう。以下「管理職員」という。)は，その管理する職員の

所定労働時間内に兼業(職務付加兼業を除く。)を行ってはならない。 

2 前項の規定にかかわらず，大学が特に認めるときは，1週間当たりの延べ兼業従事時間

数がおおむね5時間を超えない範囲において，管理する職員の所定労働時間内の兼業を

許可するものとする。 

(管理職員の兼業の許可の申請等) 

第34 管理職員の兼業に係る許可の申請等は，第22の規定によるものとする。 

 

    第4節 継続の兼業 

 

(継続の兼業) 

第35 この要領において「継続の兼業」とは，規則第4条の2及び第6条から第8条までに定

めるもののうち，許可等を受けている兼業の任期終了後継続して従事するものをいう。 

2 前項の「任期終了後継続して従事するもの」には，継続の兼業の任期の始期が，前回

許可等を受けている当該兼業の任期の終期から1年以内のものを含むものとする。 

3 継続の兼業に係る許可の申請は，統一様式により行うものとする。 

 

第5章 雑則 

 

 (兼業の許可内容等の変更) 

第36 既に許可を受けている兼業の内容について変更する必要が生じた場合には，当該兼

業の変更後の内容について新たに許可を受けなければならない。ただし，任期中に兼業

が終了する場合又は変更の内容が，従事する曜日の変更，従事する時間数の増減その他

軽微なものについては，兼業変更届(別記様式第18号)を大学に届け出ることにより代え

るものとする。 

(兼業の許可の取消し) 

第37 大学は，職員が従事する兼業について，許可の基準に適合しなくなったと認めると

きは，その許可を取り消すものとする。 

附 則 

  改正 平成18年2月1日 

1 この要領は，平成17年1月6日から施行し，平成16年4月1日から適用する。 

2 「兼業許可申請書」については，平成18年3月31日までの間，法人化前の様式を適宜修

正等の上，使用できるものとする。 
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   附 則(平成17年4月7日一部改正) 

 この要領は，平成17年4月7日から施行し，この要領による改正後の兼業の取扱要領の規

定は，平成17年4月1日から適用する。 

附 則(平成18年2月1日一部改正) 

1 この要領は，平成18年2月1日から施行する。 

2 営利企業の事業に直接関与しない兼業については，この要領による改正後の兼業の取

扱要領第19の規定にかかわらず，平成19年3月31日までの間は，なお従前の例によるこ

とができるものとする。 

附 則(平成18年12月6日一部改正) 

 この要領は，平成18年12月6日から施行する。 

   附 則(令和2年1月27日一部改正) 

 この要領は，令和2年1月27日から施行し，この要領による改正後の兼業の取扱要領の規

定は，令和2年4月1日から適用する。 

   附 則(令和2年12月18日一部改正) 

 この要領は，令和3年1月1日から施行する。 

   附 則(令和3年3月16日一部改正) 

 この要領は，令和3年4月1日から施行する。 

 

 



別記様式第1号(第4関係)

年 月 日

広島大学長　殿
　ふりがな

申請者氏名（自署）

広島大学職員兼業規則第4条第1項第1号及び兼業の取扱要領第4により，許可を申請します。

職員番号

1 配属又は所属・職名

 配属又は所属・職名

2 申請前２年間の在職状況

 配属又は所属・職名 在 職 期 間 職 務 内 容

自 年 月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

3 □ 新規 □ 更新 ※更新の場合，大幅な変更がない場合，審査会の意見聴取を省略できます。

4 兼業予定先

 技術移転事業者の

 名称

 所　在　地

 事業内容 　□承認事業 　□大学認定事業 　□研究機関認定事業

　（技術移転事業以外の

  事業を含む。）

 技術移転事業者の  親会社の 有 ・ 無

 親会社 :

:

:

　兼ねようとする役員等 　□役員（名称） □顧問 □評議員

　の職務内容 　（代表権 ：  有 ・ 無　） 　（業務担当 ：  有 ・ 無　）

　職務内容 ：

　技術移転事業への関わりの程度 ：

　報酬の予定年額 円

　役員等の職務への  平均して，　１月 　　　　　日，　　　１日 時間

　予定従事期間  週のべ 時間

技術移転兼業許可申請書

事業内容

名 称

所 在 地



　役員等の任期及び 　（任期 ： 有 年 ・ 無

　兼業予定期間 年 月 日 から 年 月 日 まで

5 技術に関する研究成果又はその移転についての知見の有無及びその内容

□ 有

□ 無

6 本務への支障の有無

□ 有

□ 無

7 申請者が占め，又は申請前２年以内に占めていた職と技術移転事業者（親会社を含む。）との

関係

8 その他本務の公正性及び信頼性の確保への支障の有無

□ 有

□ 無

9 その他参考事項

10 旅費の有無

□ 有（行程の一部の場合はその範囲を記載：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ 無

教授会等付議日

年 月 日 会議名

学長許可欄

上記の兼業を許可する。

年 月 日

兼業許可期間： 年 月 日 から 年 月 日

広島大学長

（注） 各欄に記入しきれない場合には，別の用紙に記載して添付するものとする。

【広大福厚　　　　　　　　　】



 

別記様式第2号(第5第4項関係) 

 

審査資料（技術移転兼業） 

 

１．申請内容 

申 請 者 

氏   名  

配属又は所属・

職名 

 

兼業予定先の名称・役員名  

兼 業 予 定 期 間  年   月  日 ～   年   月  日 

兼業許可申請書記載事項以外の特記すべき事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

チ  ェ  ッ  ク  項  目 
問題 

なし 

問題 

あり 

① 申請者が就こうとする役員(代表取締役社長，取締役，理事，支配人その他これらに

準ずる者(発起人及び清算人を含む。))の職務の内容が，主として承認事業に関係する

ものであるか。 

□ □ 

② 役員としての職務内容，責任内容か(役員兼業以外の兼業として携わる職務内容では

ないか。)。 
□ □ 

③ 兼業従事により，本務に影響はないか(兼業予定先からの依頼書に記載された予定従

事時間等の内容(曜日，時間数，時間帯，従事場所，出席予定会議名)と申請者の労働

時間，兼業先への移動に要する時間との関係等とを照合する。)。 

□ □ 

④ 申請者と当該技術移転事業者(当該技術移転事業者が会社法(平成17年法律第86号)

第2条第3号に規定する子会社である場合にあっては，同条第4号に規定する親会社を

含む。)との間に，申請前2年間に特別な利害関係がないか又はその発生のおそれがな

いか。 

□ □ 

⑤ 株主の状況について，申請者も株式を所有しており，その株式の所有が本務の公正

性，信頼性の確保の観点から見て不当な利得(不当に譲渡されたもの等)でないか。 
□ □ 



⑥ 兼業の始期については，株主総会において選任される日又は定められた日か（申請

者の兼業開始希望日又は大学が許可する日ではない。）。 
□ □ 

⑦ 兼業の終期については，定款，会社法に定められている日か（最終決算期に関する

定時株主総会終結の時まで等を確認。）。 
□ □ 

⑧ 任期については，定款，会社法に定められている任期か（会社設立時の最初の取締

役及び監査役の任期は 1年以内の最終決算期に関する定時株主総会まで。会社法上取

締役の任期は 2年。補欠又は増員の場合の前任役員又は他の役員との任期の整合性等

を確認。）。 

□ □ 

⑨ 当該技術移転事業者が株式会社以外である場合，役員の任期の定め方は妥当か (株

式会社以外においては，株式会社のような会社法上の任期がないため，任期をどのよ

うに定めたのか。)。 

□ □ 

⑩ 報酬予定年額(金銭以外のストックオプション等による報酬を含む。)について，そ

れらが本務の公正性，信頼性の確保の観点から見て不当な利得でないか。 
□ □ 

 

 

 

２．審査結果（審査日：   年   月   日） 

検討結果 

□ 特に問題はなく，許可しても差し支えないと判断される。 

□ 問題があるので，許可すべきでないと判断される。 

許可期間    年   月   日 ～    年   月   日 

【問題がある場合の所見】 

 

 

 

 

 

 

【その他の所見】 

 

 

 

 

 

 

【審査委員氏名】 
 

 



 

別記様式第3号(第6関係) 

技術移転兼業状況報告書 

  年  月  日 

広島大学長 殿 

 

配属又は所属              

 

職  名                

 

氏  名（自署）             

  

 

広島大学職員兼業規則第 4条第 1項第 1号に規定される技術移転兼業の状況について，兼業の取扱要領

第 6により下記のとおり報告します。 

1 技術移転事業者の名称  

2 報告期間     年  月  日  ～     年  月  日 

3 兼ねている役員等の職務内容等 

（代表権については，該当する方へ○を付すこと。） 

【役職名】 

（ 代表権 ： 有 ・ 無 ） 

【職務内容】 

 

【従事時間等】 

□ 週    日程度   □ 月   日程度 

□ 年    日程度 

1日   時間程度従事（  ：   ～   ：  ） 

4 許可を受けている内容の変更の有無 

□ 有     □ 無 

【有の場合はその内容】 

5 期間中に受領した報酬 

（受領していない場合は「該当無し」と記入） 

【種類】 

【価額】 

【受領の事由】 

6 その他参考となる事項  

 

（注）5の【種類】の欄には，金銭，有価証券，物品及びその他の別を，【価額】の欄には，金銭を受領した場合においてはその額を，金

銭以外の財産上の利益を受領した場合においてはその利益を時価に見積もった金額を，【受領の事由】の欄には，役員報酬，役員賞与，

株式配当金，特許権等の実施料，指導料及びその他の別を記載するものとする。 

専門業務型裁量労働制非適用職員のうち，労働時間の割振変更を行って兼業に従事している場合は，変形労働時間制割振簿を添付

すること。 

 



別記様式第4号(第9関係)

年 月 日

広島大学長　殿

　ふりがな

申請者氏名（自署）

広島大学職員兼業規則第4条第1項第2号及び兼業の取扱要領第9により，許可を申請します。

職員番号

1 配属又は所属・職名

 配属又は所属・職名

2 申請前２年間の在職状況

 配属又は所属・職名 在 職 期 間 職 務 内 容

自 年 月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

3 □ 新規 □ 更新 ※更新の場合，大幅な変更がない場合，審査会の意見聴取を省略できます。

4 兼業予定先

  研究成果活用企業の

　名称

  事業内容

　 （研究成果活用事業以外の

　事業を含む。）

　研究成果活用企業の 　親会社 ： 有 ・ 無

　親会社 ：

：

：

　兼ねようとする役員等の 　□役員（名称） □顧問 □評議員

　職務内容 　（代表権 ： 有 ・ 無 ） 　（業務担当 ： 有 ・ 無 ）

　職務内容 ：

　研究成果活用事業への関わりの程度 ：

　広島大学に対する契約の締結の折衝又は検定，検査等申請に係る

　折衝の業務（研究成果活用事業に関係する業務を除く。）：

有 ・ 無

　報酬の予定年額 円

　役員等の職務への予定  平均して，　１月 　　　　　日，　　　１日 時間

　従事期間  週のべ 時間

名 称

研究成果活用兼業許可申請書

  所　在　地

事業内容

所 在 地

※利益相反上の問題を生
じさせないため，兼業先と
共同研究を行っている場
合は，本務と役員としての
職務との切り分けを明確に
してください。



　役員等の任期及び兼業 　（任期 ： 有 年 ・ 無

　予定期間 年 月 日 から 年 月 日 まで

　予定期間の根拠（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

5 自らの創出による研究成果であって，研究成果活用企業が事業において活用することを予定

しているものの内容（特許に基づく場合，特許番号）

6 本務への支障の有無 （休職の予定の有無） 

□ 有

□ 無

休職の予定： 有 （ 年 月 日から 年 月 日まで） ・ 無

7 申請者が占め，又は申請前２年以内に占めていた職と研究成果活用企業（親会社を含む。）

との関係

8 その他本務の公正性及び信頼性の確保への支障の有無

□ 有

□ 無

9 その他参考事項

10 旅費の有無

□ 有（行程の一部の場合はその範囲を記載：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ 無

教授会等付議日

年 月 日 会議名

学長許可欄

上記の兼業を許可する。
年 月 日

兼業許可期間： 年 月 日 から 年 月 日

広島大学長

（注） 各欄に記入しきれない場合には，別の用紙に記載して添付するものとする。

【広大福厚　　　　　　　　　　　】



 

別記様式第5号(第10第4項関係) 

 

審査資料（研究成果活用兼業） 

１．申請内容 

申 請 者 

氏   名  

配属又は所属・

職名 

 

兼業予定先の名称・役員名  

兼 業 予 定 期 間    年   月  日 ～   年   月  日 

兼業許可申請書記載事項以外の特記すべき事項 

 

 

 

チ  ェ  ッ  ク  項  目 
問題 

なし 

問題 

あり 

① 申請者が，当該研究成果活用企業の事業において活用される研究成果(特許権，実用

新案権等として権利化されたもののほか，論文，学会発表等の形で発表されているも

のを含む。)を自らが発明，考案等(その帰属は問わない。)しているか。 

□ □ 

② 申請者が就こうとする役員(代表取締役社長，取締役，理事，支配人その他これらに

準ずる者(発起人及び清算人を含む。))の職務の内容が，主として研究成果活用事業に

関係するものであるか。 

□ □ 

③ 役員としての職務内容，責任内容か(役員兼業以外の兼業として携わる職務内容では

ないか。)。 
□ □ 

④ 代表取締役に就任する場合，代表権がない役員では，事業化が成功せず，代表取締

役に就任する必要性は認められるか。また，兼業休職とする必要はないか（仮に休職

が必要と認められる場合，休職とすることによって，大学への支障は生じないか。）。 

※ 代表取締役社長への就任については慎重に検討，審査する必要があるが，社会貢献

や大学のＰＲ効果の面も考慮の上，本務への支障がないと判断される場合には，積極

的に許可する方向で検討するものとする。 

□ □ 

⑤ 発起人に就任する場合，申請者自らが発起人兼業をしなければならない必要性は認

められるか。 
□ □ 

⑥ 申請者と当該研究成果活用企業(当該研究成果活用企業が会社法(平成17年法律第

86号)第2条第3号に規定する子会社である場合にあっては，同条第4号に規定する親会

社を含む。)との間に，申請前2年間に特別な利害関係がないか又はその発生のおそれ

がないか。 

□ □ 

⑦ 当該研究成果活用企業の役員組織における申請者の親族の数が，役員総数の２分の

１を超えていない場合で，かつ，申請者の利益追求のための兼業でないことが認めら

れるか。 

□ □ 



⑧ 株主の状況について，申請者も株式を所有しており，その株式の所有が本務の公正

性，信頼性の確保の観点から見て不当な利得(不当に譲渡されたもの等)でないか。 □ □ 
⑨ 兼業の始期については，株主総会において選任される日，又は定められた日か（申

請者の兼業開始希望日又は大学が許可する日ではない。）。 □ □ 
⑩ 兼業の終期については，定款，会社法に定められている日か（最終決算期に関する

定時株主総会終結の時まで等を確認。）。 □ □ 
⑪ 任期については，定款，会社法に定められている任期か（会社設立時の最初の取締

役及び監査役の任期は 1年以内の最終決算期に関する定時株主総会まで。会社法上取

締役の任期は 2年。補欠又は増員の場合の前任役員又は他の役員との任期の整合性等

を確認。）。 

□ □ 

⑫ 当該研究成果活用企業が株式会社以外である場合，役員の任期の定め方は妥当か 

(株式会社以外においては，株式会社のような会社法上の任期がないため，任期をどの

ように定めたのか。)。 

□ □ 

⑬ 兼業従事により，本務に影響はないか(兼業予定先からの依頼書に記載された予定従

事時間等の内容(曜日，時間数，時間帯，従事場所，出席予定会議名)と申請者の労働

時間，兼業先への移動に要する時間との関係等とを照合する。)。 

□ □ 

⑭ 報酬予定年額(金銭以外のストックオプション等による報酬を含む。)について，そ

れらが本務の公正性，信頼性の確保の観点から見て不当な利得でないか。 
□ □ 

 

 

２．審査結果（審査日：   年   月   日） 

検討結果 

□ 特に問題はなく，許可しても差し支えないと判断される。 

□ 問題があるので，許可すべきでないと判断される。 

許可期間    年   月   日 ～    年   月   日 

【問題がある場合の所見】 

 

 

 

 

 

【その他の所見】 

 

 

 

 

 

 

【審査委員氏名】 
 

 



別記様式第6号(第11関係) 

研究成果活用兼業状況報告書 

  年  月  日 

広島大学長 殿 

 

配属又は所属              

 

職  名                

 

氏  名（自署）              

  

 

広島大学職員兼業規則第 4条第 1項第 2号に規定される研究成果活用兼業の状況について，兼業の取扱

要領第 11により下記のとおり報告します。 

1 研究成果活用企業の名称  

2 報告期間    年  月  日  ～    年  月  日 

3 兼ねている役員等の職務内容等 

（代表権については，該当する方へ○を付すこと。） 

【役職名】 

（ 代表権 ： 有 ・ 無 ） 

【職務内容】 

 

【従事時間等】 

□ 週    日程度   □ 月   日程度 

□ 年    日程度 

1日   時間程度従事（  ：   ～   ：  ） 

4 許可を受けている内容の変更の有無 

□ 有     □ 無 

【有の場合はその内容】 

5 期間中に受領した報酬 

（受領していない場合は「該当なし」と記入） 

【種類】 

【価額】 

【受領の事由】 

6 その他参考となる事項  

 

（注）5 の【種類】の欄には，金銭，有価証券，物品及びその他の別を，【価額】の欄には，金銭を受領した場合におい

てはその額を，金銭以外の財産上の利益を受領した場合においてはその利益を時価に見積もった金額を，【受領の事

由】の欄には，役員報酬，役員賞与，株式配当金，特許権等の実施料，指導料及びその他の別を記載するものとする。 

専門業務型裁量労働制非適用職員のうち，労働時間の割振変更を行って兼業に従事している場合は，変形労働時間

制割振簿を添付すること。 

 



別記様式第7号(第13関係)

年 月 日

広島大学長　殿
　ふりがな

申請者氏名（自署）

広島大学職員兼業規則第4条第1項第3号及び兼業の取扱要領第13により，許可を申請します。

職員番号

1 配属又は所属・職名

 配属又は所属・職名

2 申請前２年間の在職状況

 配属又は所属・職名 在 職 期 間 職 務 内 容

自 年 月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

3 □ 新規 □ 更新 ※更新の場合，大幅な変更がない場合，審査会の意見聴取を省略できます。

4 兼業予定先

 株式会社の名称

 所　在　地

 事業内容

 株式会社の親会社 　親会社 ： 有 ・ 無

：

：

：

 職名 □監査役 □ 社外取締役

 報酬の予定年額 円

 監査役等の職務への  平均して，　１月 　　　　　日，　　　１日 時間

 予定従事時間  週のべ 時間

 監査役等の任期及び兼 　（任期 ： 有 年 ・ 無

 業予定期間 年 月 日 から 年 月 日 まで

 申請者の親族による株式会社の経営への強い影響力の有無 有 ・ 無

5 申請者の本務に関連して有している株式会社の監査役等の職務に従事するために

必要な知見の内容

所 在 地

監査役等（監査役又は社外取締役）兼業許可申請書

事業内容

名 称



6 申請者の本務への支障の有無

□ 有

□ 無

7 申請者が占め，又は申請前２年以内に占めていた職と株式会社（親会社を含む。）との関係

8 その他本務の公正性及び信頼性の確保への支障の有無

□ 有

□ 無

9 その他参考事項

10 旅費の有無

□ 有（行程の一部の場合はその範囲を記載：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ 無

教授会等付議日

年 月 日 会議名

学長許可欄

上記の兼業を許可する。

年 月 日

兼業許可期間： 年 月 日 から 年 月 日

広島大学長

（注） 各欄に記入しきれない場合には，別の用紙に記載して添付するものとする。

【広大福厚　　　　　　　　　　】



 

別記様式第8号(第14第3項関係) 

 

審査資料（監査役等（監査役又は社外取締役）兼業） 

 

１．申請内容 

申 請 者 

氏   名  

配属又は所属・

職名 

 

兼業予定先の名称・役員名  

兼 業 予 定 期 間    年   月  日 ～   年   月  日 

兼業許可申請書記載事項以外の特記すべき事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

チ  ェ  ッ  ク  項  目 
問題 

なし 

問題 

あり 

① 監査役又は社外取締役としての職務内容が，当該企業の業務執行とは一線を画し，

経営に対する監査又は助言，監督等を行うことを主目的としているか。また当該企業

に対しての責任は，限定的な内容であるか(監査役又は社外取締役以外の兼業として携

わる職務内容，責任内容ではないか。)。 

□ □ 

② 兼業従事により，本務に影響はないか(兼業予定先からの依頼書に記載された予定従

事時間等の内容(曜日，時間数，時間帯，従事場所，出席予定会議名)と申請者の労働

時間，兼業先への移動に要する時間との関係等とを照合する。)。 

□ □ 

③ 申請者と当該株式会社(当該株式会社が会社法(平成17年法律第86号)第2条第3号に

規定する子会社である場合にあっては，同条第4号に規定する親会社を含む。)との間

に，申請前2年間に特別な利害関係がないか又はその発生のおそれがないか。 

□ □ 

④ 申請者の親族が所有している株式の数又は出資の額の合計が，当該株式会社の発行

済株式の総数又は出資の総額の4分の1を超えていないか。 
□ □ 

⑤ 当該株式会社の取締役組織における申請者の親族の数が，取締役総数の2分の1を超

えていないか。 
□ □ 



⑥ 申請者の親族が当該株式会社の代表取締役会長又は代表取締役社長に就いて

いないか。 □ □ 

⑦ 株主の状況について，申請者も株式を所有しており，その株式の所有が本務の公正

性，信頼性の確保の観点から見て不当な利得(不当に譲渡されたもの等)でないか。 
□ □ 

⑧ 兼業の始期については，株主総会において選任される日又は定められた日か（申請

者の兼業開始希望日又は大学が許可する日ではない。）。 
□ □ 

⑨ 兼業の終期については，定款，会社法に定められている日か（最終決算期に関する

定時株主総会終結の時まで等を確認。）。 
□ □ 

⑩ 任期については，定款，会社法に定められている任期か（会社設立時の最初の取締

役及び監査役の任期は 1年以内の最終決算期に関する定時株主総会まで。会社法上取

締役の任期は 2年，監査役の任期は 4年。補欠又は増員の場合の前任役員又は他の役

員との任期の整合性等を確認。）。 

□ □ 

⑪ 報酬予定年額(金銭以外のストックオプション等による報酬を含む。)について，そ

れらが本務の公正性，信頼性の確保の観点から見て不当な利得でないか。 
□ □ 

 

 

２．審査結果（審査日：   年   月   日） 

検討結果 

□ 特に問題はなく，許可しても差し支えないと判断される。 

□ 問題があるので，許可すべきでないと判断される。 

許可期間    年   月   日 ～    年   月   日 

【問題がある場合の所見】 

 

 

 

 

 

【その他の所見】 

 

 

 

 

 

【審査委員氏名】 
 

 



別記様式第9号(第15関係) 

監査役等（監査役又は社外取締役）兼業状況報告書 

  年  月  日 

広島大学長 殿 

 

配属又は所属              

 

職  名                

 

氏  名（自署）              

  

 

広島大学職員兼業規則第 4条第 1項第 3号に規定される監査役等兼業の状況について，兼業の取扱要領

第 15により下記のとおり報告します。 

1 株式会社の名称  

2 報告期間    年  月  日  ～    年  月  日 

3 監査役又は社外取締役の職務内容等 

【職名】 

 

 

【職務内容】 

 

【従事時間等】 

□ 週    日程度   □ 月   日程度 

□ 年    日程度 

1日   時間程度従事（  ：   ～   ：  ） 

4 許可を受けている内容の変更の有無 

□ 有     □ 無 

【有の場合はその内容】 

5 期間中に受領した報酬 

（受領していない場合は「該当無し」と記入） 

【種類】 

【価額】 

【受領の事由】 

6 その他参考となる事項  

 

（注）5の【種類】の欄には，金銭，有価証券，物品及びその他の別を，【価額】の欄には，金銭を受領した場合においてはその額を，金

銭以外の財産上の利益を受領した場合においてはその利益を時価に見積もった金額を，【受領の事由】の欄には，監査役又は社外取締

役報酬，監査役又は社外取締役賞与，株式配当金，特許権等の実施料，指導料及びその他の別を記載するものとする。 

専門業務型裁量労働制非適用職員のうち，労働時間の割振変更を行って兼業に従事している場合は，変形労働時間制割振簿を添付

すること。 



別記様式第10号(第17関係)

年 月 日

広島大学長　殿

　ふりがな

申請者氏名（自署）

広島大学職員兼業規則第4条第1項第4号及び兼業の取扱要領第17により，許可を申請します。

職員番号

1 配属又は所属・職名

 配属又は所属・職名

2 申請前２年間の在職状況

 配属又は所属・職名 在 職 期 間 職 務 内 容

自 年 月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

3 □ 新規 □ 更新 ※更新の場合，大幅な変更がない場合，審査会の意見聴取を省略できます。

4 兼業予定先

　親会社 ： 有 ・ 無

：

：

：

　兼ねようとする役員等の 　□役員（名称） □ 顧問 □ 評議員

　職務内容 　（代表権 ： 有 ・ 無 ） 　（業務担当 ： 有 ・ 無 ）

　職務内容 ：

　兼業先への関わりの程度 ：

　広島大学に対する契約の締結の折衝又は検定，検査等申請に係る

　折衝の業務（申請する兼業に関係する業務を除く。）：

有 ・ 無

　報酬の予定年額 円

　役員等の職務への予定  平均して，　１月 　　　　　日，　　　１日 時間

　従事期間  週のべ 時間

学長が本学の産学連携の推進又は教育研究に必要と認める役員等兼業許可申請書

  所　在　地

事業内容

所 在 地

　兼業先名称

  事業内容

　兼業先の親会社
名 称



　役員等の任期及び兼業 　（任期 ： 有 年 ・ 無

　予定期間 年 月 日 から 年 月 日 まで

　予定期間の根拠（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

5 申請者が当該兼業の役員等の職務に従事することが，本学の産学連携の推進又は教育研究に
必要であると考える理由

6 本務への支障の有無 （休職の予定の有無） 

□ 有

□ 無

休職の予定： 有 （ 年 月 日から 年 月 日まで） ・ 無

7 申請者が占め，又は申請前２年以内に占めていた職と兼業先企業（親会社を含む。）との関係

8 その他本務の公正性及び信頼性の確保への支障の有無

□ 有

□ 無

9 その他参考事項

10 旅費の有無

□ 有（行程の一部の場合はその範囲を記載：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ 無

教授会等付議日

年 月 日 会議名

学長許可欄

上記の兼業を許可する。
年 月 日

兼業許可期間： 年 月 日 から 年 月 日

広島大学長

（注） 各欄に記入しきれない場合には，別の用紙に記載して添付するものとする。

【広大福厚　　　　　　　　　　　】



 

別記様式第11号(第18第3項関係) 

 

審査資料（学長が本学の産学連携の推進又は教育研究に必要と認める役員等兼業） 

１．申請内容 

申 請 者 

氏   名  

配属又は所属・

職名 

 

兼業予定先の名称・役員名  

兼 業 予 定 期 間    年   月  日 ～   年   月  日 

兼業許可申請書記載事項以外の特記すべき事項 

 

 

 

チ  ェ  ッ  ク  項  目 
問題 

なし 

問題 

あり 

① 申請者は，就こうとする役員 (代表取締役社長，取締役，理事，支配人その他これ

らに準ずる者(発起人及び清算人を含む。))の職務に従事するために必要な知見を有し

ているか。 

□ □ 

② 申請者が就こうとする役員(代表取締役社長，取締役，理事，支配人その他これらに

準ずる者(発起人及び清算人を含む。))の職務の内容が，本学の産学連携又は教育研究

に関係するものであるか。 

□ □ 

③ 役員としての職務内容，責任内容か(役員兼業以外の兼業として携わる職務内容では

ないか。)。 □ □ 
④ 代表取締役に就任する場合，代表権がない役員では，事業化が成功せず，代表取締

役に就任する必要性は認められるか。また，兼業休職とする必要はないか（仮に休職

が必要と認められる場合，休職とすることによって，大学への支障は生じないか。）。 

※ 代表取締役社長への就任については慎重に検討，審査する必要があるが，社会貢献

や大学のＰＲ効果の面も考慮の上，本務への支障がないと判断される場合には，積極

的に許可する方向で検討するものとする。 

□ □ 

⑤ 発起人に就任する場合，申請者自らが発起人兼業をしなければならない必要性は認

められるか。 □ □ 
⑥ 申請者と当該企業(当該企業が会社法(平成17年法律第86号)第2条第3号に規定する

子会社である場合にあっては，同条第4号に規定する親会社を含む。)との間に，申請

前2年間に特別な利害関係がないか又はその発生のおそれがないか。 

□ □ 

⑦ 当該企業の役員組織における申請者の親族の数が，役員総数の２分の１を超えてい

ない場合で，かつ，申請者の利益追求のための兼業でないことが認められるか。 □ □ 
⑧ 株主の状況について，申請者も株式を所有しており，その株式の所有が本務の公正

性，信頼性の確保の観点から見て不当な利得(不当に譲渡されたもの等)でないか。 □ □ 



⑨ 兼業の始期については，株主総会において選任される日，又は定められた日か（申

請者の兼業開始希望日又は大学が許可する日ではない。）。 □ □ 
⑩ 兼業の終期については，定款，会社法に定められている日か（最終決算期に関する

定時株主総会終結の時まで等を確認。）。 □ □ 
⑪ 任期については，定款，会社法に定められている任期か（会社設立時の最初の取締

役及び監査役の任期は 1年以内の最終決算期に関する定時株主総会まで。会社法上取

締役の任期は 2年。補欠又は増員の場合の前任役員又は他の役員との任期の整合性等

を確認。）。 

□ □ 

⑫ 当該企業が株式会社以外である場合，役員の任期の定め方は妥当か (株式会社以外

においては，株式会社のような会社法上の任期がないため，任期をどのように定めた

のか。)。 

□ □ 

⑬ 兼業従事により，本務に影響はないか(兼業予定先からの依頼書に記載された予定従

事時間等の内容(曜日，時間数，時間帯，従事場所，出席予定会議名)と申請者の労働

時間，兼業先への移動に要する時間との関係等とを照合する。)。 

□ □ 

⑭ 報酬予定年額(金銭以外のストックオプション等による報酬を含む。)について，そ

れらが本務の公正性，信頼性の確保の観点から見て不当な利得でないか。 
□ □ 

 

 

２．審査結果（審査日：   年   月   日） 

検討結果 

□ 特に問題はなく，許可しても差し支えないと判断される。 

□ 問題があるので，許可すべきでないと判断される。 

許可期間    年   月   日 ～    年   月   日 

【問題がある場合の所見】 

 

 

 

 

 

【その他の所見】 

 

 

 

 

 

 

【審査委員氏名】 
 

 



別記様式第12号(第19関係) 

学長が本学の産学連携の推進又は教育研究に必要と認める役員等兼業状況報告書 

  年  月  日 

広島大学長 殿 

 

配属又は所属              

 

職  名                

 

氏  名（自署）              

  

 

広島大学職員兼業規則第 4条第 1項第 4号に規定される学長が本学の産学連携の推進又は教育研究に必

要と認める役員等兼業の状況について，兼業の取扱要領第 19により下記のとおり報告します。 

1 兼業先の名称  

2 報告期間    年  月  日  ～    年  月  日 

3 兼ねている役員等の職務内容等 

（代表権については，該当する方へ○を付すこと。） 

【役職名】 

（ 代表権 ： 有 ・ 無 ） 

【職務内容】 

 

【従事時間等】 

□ 週    日程度   □ 月   日程度 

□ 年    日程度 

1日   時間程度従事（  ：   ～   ：  ） 

4 許可を受けている内容の変更の有無 

□ 有     □ 無 

【有の場合はその内容】 

5 期間中に受領した報酬 

（受領していない場合は「該当なし」と記入） 

【種類】 

【価額】 

【受領の事由】 

6 その他参考となる事項  

 

（注）5 の【種類】の欄には，金銭，有価証券，物品及びその他の別を，【価額】の欄には，金銭を受領した場合におい

てはその額を，金銭以外の財産上の利益を受領した場合においてはその利益を時価に見積もった金額を，【受領の事

由】の欄には，役員報酬，役員賞与，株式配当金，特許権等の実施料，指導料及びその他の別を記載するものとする。 

専門業務型裁量労働制非適用職員のうち，労働時間の割振変更を行って兼業に従事している場合は，変形労働時間

制割振簿を添付すること。 

 



別記様式第13号(第22第1項，28，第30第1項，第34，第35第3項関係) 

 

  

職員番号         

                           文書番号： 
日  付：    年  月  日 

 
兼業依頼・許可申請書 

 
広 島 大 学 長   殿 

 
所在地(〒) 
名 称 
代表者            ※公印省略可 

 
下記のとおり，貴学職員に兼業を依頼したいので，よろしくお取り計らい願います。 

 
記 

 

兼業の内容について(該当する項目の□の中にチェックし，必要事項を記入してください。) 

１ 兼業従事者 

氏名：         配属又は所属：             職名： 

２ 従事する役職名及び職務内容 

役 職 名：         

職務内容： 

３ 従事する(予定)期間 ※予定で構いませんので，具体的な日付を記入してください。 

※任期内における従事日決定後，別途派遣依頼（任意様式）を部局長等宛てにご送付ください。 

  年  月  日 ～    年  月  日 

４ 従事する職務の形態 

□ (年・月・期間内・週)   日 １日当たり  時間程度 

□ 毎   曜日 (   時  分 ～   時  分) 

□ 集中講義    時間  □ その他(          ) １日当たり  時間程度 

５ 報酬 ※報酬有の場合，必ず単位を選択してください。その他を選択された場合は( )にもご記入ください。 

□ 有          円(日・時間・回・コマ・件・月・期間内・その他(        )) 

□ 無(必要経費のみの場合を含む。旅費については次項に別途記載。) 

６ 旅費  

□ 有 (行程の一部分の場合はその範囲を記載(                    )) 

□ 無 

７ 依頼内容について外部から開示請求があった場合の差し支えの有無 

□ 有  □ 無 

８ 貴法人等の担当部署，担当者，連絡先その他必要事項 

 

９ その他  

原則差し支えない旨の回答は省略させていただいております。 

貴法人等の事務手続き上，回答が必要な場合のみ以下にチェックしてください。 

□ 広島大学長の回答書が必要 (あて名を記載した返信用封筒を同封願います。) 

 

※以下は，本学使用欄ですので記入不要です。 
 

許 可 申 請 ( 届 出 ) 書（申請(届出)者が記入） 
 

上記依頼にかかる兼業の許可を申請(届出)します。 
 なお，本務に支障のない範囲で従事し，また兼業先との間に特別な利害関係はありません。 

  

       年   月   日    氏 名（自署）            
 

 貴法人等から依頼のあった件について，本学は差し支えありません。【広大        】 
 
        年   月   日(許可日)      広 島 大 学 長  【公印省略】 
   

配属又は所属部局等確認欄(文書番号：        確認日：     年  月  日) 
担当支援室等名： 
 □所属長等   □確認者3  □確認者2  □確認者1  □担当者 
 
 

 
 
本部確認欄 

□確認者 2  □確認者 1  □担当者 



別記様式第14号(第24第1項関係)

年 月 日

広島大学長　殿

　ふりがな

申請者氏名（自署）

職員番号

広島大学職員兼業規則第5条及び兼業の取扱要領第24第1項により，許可を申請します。

1 　配属等

 配属又は所属・職名

2 　兼業先

 事業の名称

 所在地

 事業内容

 収入の予定年額 円

 使用人の人数及び

 職員との続柄

 事業の用に供する

 土地，建物等の施

 設の種類 ・規模及

 び機械等の機器の

 種類 ・数量

 申請者が必要とする

 事業への関与の内

 容及びその業務へ

 の従事時間

 当該事業の継承の

 事由

自営兼業許可申請書（不動産等賃貸以外の事業関係）



3  申請者と許可に係る事業との間の特別な利害関係の有無

□ 有

□ 無

4  本務への支障の有無

□ 有

□ 無

5  その他本務の公正性及び信頼性の確保への支障の有無 

□ 有

□ 無

6 従事する(予定)期間（2年以内）

年 月 日 ～ 年 月 日

7  その他参考事項

上記の兼業を許可する。 【広大福厚　 】

年 月 日

兼業許可期間： 年 月 日 から 年 月 日

広島大学長

（注）各欄に記入しきれない場合には，別の用紙に記入して添付するものとする。

兼業の取扱要領



別記様式第15号(第25第1項関係)

年 月 日

広島大学長　　殿

　ふりがな

申請者氏名(自署)

職員番号

広島大学職員兼業規則第5条及び兼業の取扱要領第25第1項により，許可を申請します。

1 配属等

 配属又は所属・職名

2 兼業先

 賃貸する不動産等  （独立家屋） 棟 延べ床面積 ㎡

 （マンション等） 室 延べ床面積 ㎡

 所在地

 貸付件数 件 面積合計 ㎡

 用途 所在地

 駐車台数 台 設備の有無 有 □ 無 □

 所在地

 （娯楽集会，遊技等のための設備を設けた不動産）

 種類 件数・規模

 所在地

 （旅館，ホテル等特定の業務の用に供する建物）

 種類 件数・規模

 所在地

 賃貸料収入の予定年 円

 額 （独立家屋） 円

（マンション等） 円

円

円

円

 不動産又は駐車場の □ 申請者が管理

 賃貸に係る管理業務 □ 家族が管理

 の方法 □ 業者が管理

土　地

駐車場

その他

建　物

自営兼業許可申請書（不動産等賃貸関係）

駐車場

建　　物

土　　地

その他

合　計



3 本務への支障の有無

□ 有

□ 無

4 その他大学の公正性及び信頼性の確保への支障の有無

□ 有

□ 無

5 従事する(予定)期間（2年以内）

年 月 日 ～ 年 月 日

6 その他参考事項

上記の兼業を許可する。 【広大福厚　 】

年 月 日

兼業許可期間： 年 月 日 から 年 月 日

広島大学長

（注）各欄に記入しきれない場合には，別の用紙に記入して添付するものとする。



別記様式第16号(第29関係)

年 月 日

部局等の長　　　

殿

配属又は所属・職名

申請者氏名（自署）

職員番号

広島大学職員兼業規則第4条の2及び兼業の取扱要領第29により，以下の業務について，職務として

勤務時間内に従事したいので届け出ます。

なお，本務に支障がある場合は従事しません。

※添付する書類に記載がある事項は省略できます。

従事先 従事する職名

職務内容

従事先の事業内容と本務との関連

従事する期間

年 月 日 ～ 年 月 日

従事する職務の形態

□ ( 年 ・ 月 ・ 期間内 ・ 週 ) 日 １日当たり 時間程度
□ 毎 曜日 ( 時 分 時 分 )
□ 集中講義 時間 □ その他( ) １日当たり 時間程度

兼業先所在地

従事場所（上記，兼業所在地と異なる場合は記載）

旅費 （先方と本学からの旅費の重複支給を避けるため，必ずご記入ください。）

□ 有 （行程の一部分の場合はその範囲： ）

□ 無

　 ～

職務付加届出書



別記様式第17号(第32関係)

年 月 日

部局等の長　　　

殿

配属又は所属・職名

ふりがな

申請者氏名（自署）

職員番号

以下のとおり兼業に従事したいので，届け出ます。

兼業の内容について□のついた項目は該当する□の中にチェックし，必要事項を記入してください。

なお，添付する書類に記載がある事項は省略できます。

兼業先 従事する職名

兼業先所在地

従事場所（上記，兼業先所在地と異なる場合は記載）

職務内容

従事予定日・時間

年 月 日 時 分 ～ 時 分

年 月 日 時 分 ～ 時 分

年 月 日 時 分 ～ 時 分

年 月 日 時 分 ～ 時 分

年 月 日 時 分 ～ 時 分

年 月 日 時 分 ～ 時 分

報酬 □ 有 円 （日・時間・コマ・件・月・期間内・その他（　　　　　　　　　））

□ 無

旅費 （先方と本学からの旅費の重複支給を避けるため，必ずご記入ください。）

□ 有 （行程の一部分の場合はその範囲： ）

□ 無

※ 旅費支給の有無が確認できるもの（派遣依頼書・メール等）を必ず添付すること。

※ 旅費が支給される場合，金額の記載は不要。ただし行程の一部分の場合は，その範囲を記載すること。

※ 確認できる書類が無い場合は，兼業先に口頭で確認したことを確認日とともに記載すること。

〇1日限りなどの短期の兼業については，この届出書を必ず提出してください。

〇様式については，必要事項が網羅されていれば，派遣依頼書やメール等でも差し支えありません。

　　　　　　

　　　　　　

　　　　　　

短期兼業届出書

　　　　　　

　　　　　　

　　　　　　



別記様式第18号(第36関係)

年 月 日

広島大学長　殿

配属又は所属・職名

氏　　名 （自署）

職員番号

　　　　　年　　　月　　　日付けで許可を受けております兼業を，下記のとおり変更します

（しました）ので届出ます。

なお，兼業先にはこの旨を連絡し，了承を得ておりますので，念のため申し添えます。

1 兼業先及び職名：

2 変更内容：

3 変更年月日：

4 変更の理由：

※許可された範囲内で中止・変更する場合は，本様式にて届出てください。

　許可された範囲を超えて変更する場合は，その超えた部分に係る許可手続きを執る必要があります。

※短期兼業に係る変更については，本様式による届出は不要です。

（変更できる内容）

・中止になった場合

・任期中に兼業が終了する場合

　（開始日の変更や期間の延長の場合は，変更届ではなく再度兼業手続きを行ってください。）

・従事形態の変更（回数，時間数，曜日の変更など）

・報酬有りが無しに変更された場合，報酬額の変更，報酬単位の変更

　ただし，無報酬で許可を受けたもので，謝金が支給されることになった場合は，

　変更届ではなく再度兼業の手続きを行ってください。

・旅費支給の有無の変更

・従事場所の変更

記

兼　業　変　更　届


